
The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

日本管 理 会計学会 誌

管 理 会計 学 1996 年 第 4 巻第 1 号

事例研 究

韓国企業の 部門別活動基準原価計算の 導入事例 ：

亜南産業 （株 ）

　

　

　
　

　エ
　

基

泳

坤

舜

健

達

金

李

金

〈 研 究要 旨〉

　半導体組立専門業者で ある亜南産業 （株）は ，ア メ リカ現 地法人 ，AMKOR か ら の

勧誘 に よ り1990 年 9 月に ABC 導入 を決め
，

1992 年か ら全社で ABC を実施す る よ う

に な っ た．半導体産業 に は独特 な取 引構造が あ り，そ の た め ，同社 の 総製造原価 で 占

め る製造間接費の 割合 は非常に高 く，同社 の 製造 間接 費の 配賦 基準 は製 品原価の 算定

に 大 きな影響 を与えて い る．こ の よ うな背景か ら， 顧 客 と の 製品価格 の 交渉で 他 社 と

の 価格差 に よ る 製品原価 の 妥 当性が 問題 に な り，営業側 か ら の 配賦基準 の 見直 しの 要

請が ABC 導入 の 契機に な っ た ．

　同社 は，ABC 導入にお い て予想 され る縦割部門組織で の 抵抗 とシ ス テ ム 分析にか か

る費用 ／便益 を考慮 し，同社 の 部 門を 中心 と した部門別活動基準原価計算 を行 な っ て

い る．同社 の ABC は，まず各部門 の 目標原価 として の 予 算額 を，部 門 の 活動分析 に よ

っ て 把握 され た部 門内 の 各活動に 割 り当て
， そ の 活動原 価 を コ ス ト ・ド ラ イ バ ー

に よ

り製品に 跡付 ける もの で あ る．既 存研 究で は 同杜 の こ の よ うなア プ ロ
ー

チ が平均 的 な

負荷量 に よる任意配賦 に も とつ くた め に問題 が あ る と批判 され て い るが
， 他方 で は部

門別 活動分析の 有効性 に対す る支持 も現 われ て い る．

　1司社 は
， ABC 導入 に よ り， 製品原価 の 歪 曲を是正 した．その 結果，顧客 との 製 品価

格交渉が ABC か ら の 情報 に基づ い て 行 な われ ，仕様 の 差 に よ る異 なる製品価格の 裏付

けが 容易に な っ た．同社 の 部門別活動基 準原価計算は
， 既存 の 部 門組 織で の 抵抗 を円

満に解決 しなが ら
， 活動分 析に基 づ く組織再 編成 に も有効 で あ る こ とが 実証 され た ．
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1． は じめ に

　亜 南産業株式会杜 （以 下 ，「亜 南産業」 と略す ）は 半導体組立 専 門業者 で ，現 在，世界

半導体組立市場の 約 40％
1 ：

の マ ーケ ッ トシ ェ ア を もっ て い る会社で ある．亜 南産業は ， 同

社 の 米国現 地法 人で ある AMKOR2 〕

か らの 勧 誘 に よ り，
1990 年 に ABC シ ス テ ム を導 入 し

て 製 品原価 の 歪 曲 を是 正 し
， 顧 客か ら も大 変 よ い 評判 を得 て い る． 同社 の ABC は

，
まず

各部 門 の 目標原 価 と して の 予 算 額 を ， 部門 の 活動分 析 に よ っ て 把握 され た部 門 内の 各活動

に割 り当て
， その 活動原価 を コ ス ト ・ドラ イバ ー

に よ り製 品に 跡付 け る もの で あ る ．亜 南

産業 の ABC に 関す る事例研 究 に は筆者 ら （金舜基 ・
李健 泳 ［3］）と申洪哲 ら （申洪哲 ［5］，

申洪哲 ・呉承潤 ・李周媛 ［6］， ［7］） の 論文が ある が
， 本文 は

， 筆者 らが 1995 年 2 月に 再

び亜 南産 業 を訪 問 し
，

亜 南 産 業の ABC 導入 の 過程 お よ び成 果 を調査 し
， その 調 査 結果 を

整 理 した もの で ある ．

2． 亜 南産業 の ABC 導入背景

　亜 南 産業 の 企 画 室 は 1990 年 9 月中旬 AMKOR の 会計部長 ，
ロ バ ー ト ・

フ ィ リ プ ス キ

（Robert　Filipski）か ら次 の よ うな FAX を受 け取 っ た （申洪哲 ［5］ の 第 5 章を参照）．

　「現在 ，我 々 が使 っ て い る 製品原 価情報 に は多少 の 問 題 がある と思 わ れ る．そ の た め に，

営業上 で 相 当な トラ ブ ル が 発生 して い る の で ，来週渡米 して い た だ き，既 存の 原価計 算 シ

ス テ ム と代わ る新 しい シ ス テ ム と して の ABC シ ス テ ム に 関 して 議論 され る よ う願 う．」

　こ の よ うな提 案 を受け た亜 南産 業の 企 画室は
， 社 長 に 報告 し

，
ABC 企 画 チ

ー
ム を結成

す る と と もに
， 同 年 9 月 に担 当取締 役 1 名，企 画 室 か ら 2 名，そ して 電 算ス タ ッ フ 2 名 を

AMKOR に 送 り，AMKOR の 担 当者 と ABC シ ス テ ム に関 す る 協議 を 5 日間行 な っ た ．ア

メ リカで は， 5 日間の 滞在中， 主 に ABC 関連資料 の 収集 ，　 ABC 関連 ビデ オ 分析
3 ）

（申洪哲

［5］の 第 5 章を参照），
セ ミナ

ー
へ の 参加が 中心 で あ っ た ．AMKOR か ら帰国 した ABC 企

画チ ー ム は ABC シ ス テ ム の 導入準 備 に 取 りかか り，
こ れ が亜 南 産業の ABC シ ス テ ム 導入

の 背景に な っ た ．

3． 亜 南産業の 概要お よび事業内容の 特徴

3． 1　亜 南産業の 概要

　亜 南産業 は 1956 年 自転車メ
ー

カ ー と して 設 立 され ，
一

時に は国内の 自転 車需要の 80％
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　を 占め る 大手 自転 車メ
ー

カ
ー

で あ っ た が ，
1969 年 に 韓 国で は初 め て 半導体組 立生産 を

行 ない
， 現在 に は

， 従 業員 4
，
500 人の 半導体組 立専 門の 大手企 業 で あ る．現在，亜 南産 業

は ，産業用 ，家電 製 品用 ，軍 事用 な ど の 半導体 を中 心 に ，約 3，500 種 類 の 製 品 を月 7，500

万個生産 し ， そ の うち ， 金 額ベ
ー

ス で 9割以上 を輸 出 して い る ．同社 の 売上高 とそ の 成長

推移は 表 1 の とお りで ある ．

　　　　　　　　　　表 1　売上高成長推移 （単位 ：百万 ウォ ン
，
％）

年度 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年

売上高 261562352
，
510482

，
361623

，
204 768

，
366

前年比増加率 一 35．0 367 292 23．3

出 所 ：亜 南 産 業 の 営 業報 告書

3．2　亜 南産業 の 半導体製造 工 程

　半導体の 製造工 程は ，通常，図 1 で 見 られ る よ うに ，五 つ の 工 程か ら構成 され る ．そ れ

に は
， 前工 程 と い わ れ る

，
シ リ コ ン ウ ェ ハ を生 産す る単結晶製造工 程 ，

マ ス ク ない しレチ

ク ル を製作 す る レチ クル ・
マ ス ク製造工 程 ，チ ッ プ を生 産 す る ウ ェ ハ 処理 工 程 が あ り，後

工 程 とい われ る
，

ウ ェ ハ の 切 断か ら製品 と して 仕 上げ る 組立 工 程 ， 検査工 程 が ある （大西

勝明 ［1］ の 第 4 章 を参 照）．亜 南産業 は後工 程 の 組 立工 程 と検査工 程 の み を専 門 に行 な う

業者で あ る ．

3 ． 3　半導体産 業構造で の 亜南産業の 事業内容

　半導体産業 は
， そ の 機能お よ び役割に よ っ て ， ウ ェ ハ 製造業者，組立専門業者，原材料

供給 業者 ， 最終製品製造業者 に 大 き く分 け られ る ． ウ ェ ハ 製造業者 は
， 半導体 回路 をデ ザ

イ ン す る業者で ， 半導体チ ッ プ を供給す る機能 を遂行 して い る ．組立 専 門業者 は
，

ウ ェ ハ

製造業者 か らウ ェ ハ の 供給 を受 け ， そ れ を各種 の 形態 の 半導体 に 組み 立 て る 業者で あ る ．

さ らに ， 原 材 料供 給業者 は半導体の 組立 に必 要 な原 材料を供給す る業者 で
， 最終 製品製造

業者は 組み 立 て られ た半導体 を利用 して 家電 製品 ，
コ ン ピ ュ

ー
タ

ー
， 通 信機器 な どの よ う

な最終製品 を生産す る業者 で ある ．
一

部 の 大手 半導体 メ
ー

カ
ー

が ウ ェ ハ の 製造 か ら半導体

の 組み 立 て まで を
一

貫 して行な うこ と もあ るが 、 機能お よ び役割か ら見 る と
，

こ れ ら業者

間の 相 互取引は ， 図 2 の よ うに表わす こ とが で きる ．

　まず，最 終製 品 製 造業者 とウ ェ ハ 製造業者 との 間 に 半導体供給の 取引契約が 結ばれ る と
，

ウ ェ ハ 製造 業者 は 組立専 門 業者 に半導体の 組立 を依頼 し
，

そ れ に必要 な ウ ェ ハ を供給す る．
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　　 　 注 ：数字 は取 引の 順 序

　　 　　　　　 　　　　 　　　 図 2　半 導体産 業の 構造

こ の 際 ， 組立 専 門業者 は 半導体 を組 み立 て る の に必 要 な各種の 原材料 を原材料 供給 業者か

ら仕入 れ る ．半導体組立 が 終わ る と，組立専門業者は組み 立 て られ た半導体 を ウ ェ ハ 製造

業者 に納 品 し ，
こ れ が 最終的 に最終 製品製造業者 に渡 り，

一
連 の 取引 は終 わる．

　
一
方 ， 組立専門業者が 使 うウ ェ ハ は ウ ェ ハ 製造業者か ら供給 され る が

， その 費用 は最終

製品製造業者が 負担す る の で
， 組立専 門業者 は ウ ェ ハ 加工 に必 要 な副 材 料の み を購 入 す る

こ とに な る． した が っ て
， 組立 専 門業者 の 原材料費 は他 の 原価 費 目 に比べ て そ の 割 合が小

さい ． こ の よ うな半導体産業構造か ら見 る と，亜 南 産業が組立専 門業者で ある こ とは前述

の とお りで ある ．

　 ウ ェ ハ 製造業者が 組立 専門業者に 半導体の 組立 を依頼す る主 な理 由は ， ウ ェ ハ 製造業者

が 直接生産す る に は少量で 採 算が 取 れ ない 場合が ある か らで あ り， また は 特定の 半導体の

組 立 に お い て 組立 専 門業者 の ほ うが技術水準 が優 れ て い る 場合 が ある か らで ある ．

　 こ の よ うな半導体産業の 構造か ら見 て ，組立専 門業者 で ある亜 南産業 は，他 の 製造 メ
ー

カ
ー と違 っ て ， 次 の よ うな特徴 を持 っ て い る ．

　（1）注文生産で
， 多品種大量生産で ある．

　亜 南産 業 は現 在 ， 世界 の 約 150 の ウ ェ ハ 製造業 者
4．

と取引 して い るの で ，
一

社 の ウ ェ ハ

製造業者 の 注文が 少量 で あ っ て も
， 同種すべ て の 注文 を全部合 わせ れ ば大量生産 に なる ．

　 （2）原 価費 目別構成で の 原 材料費の 割合が 低い ．

　重 要な原材料で ある ウ ェ ハ は 最終製品製造業者が 負担す る の で ，原材料費 と して は半導

体の 組立過程で 必要な副材料費の み で ある ．

4 ． 亜 南産業の ABC 導入 背景

亜 南産業が ABC シ ス テ ム 導入 に踏み 切 っ た の は，次の よ うな理 由に よ る．

　（1）設備投 資の 急増 など に よ り， 総製造原価で 占め る 製造 間接費の 割合が過 去 よ り大 き

くな っ たか らで ある．
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　 1980 年代 中盤 の 直／ 間接費の 対比 は 約 40 ：60 で あ っ た が ， その 後 の 自動 化設備投資

な どに よ りABC シ ス テ ム を導入す る段 階 で の 直 ／聞接 費の 対 比 は約 25 ：75 に な っ た ”／．

特 に ， 前述 の よ うに 主材料 と して の ウ ェ ハ は最終製 品製造 業者が負 担す るの で ，総 製 造原

価 で 占め る 原材料 費の 割 合が低 い こ とも間接 費の 比 重 を大 きくす る要因 に な っ て い る ．

（2 ）亜南産業の 最高経営者 と管理 者 は
，

1980 年代 中盤か ら既存の 製造 問接費の 配賦 方法

が 原価歪 曲を引 き起 こ して い るの で は な い か とい う疑問 を持ち始め たか らで あ る．

　原価 よ り生 産量が 強調 され た 1980 年代 中盤 まで は ， 原価歪 曲 に関 して それほ ど関心 は

な か っ た． しか し ，
AMKOR か らの 「製 品原価 が 間違 っ て 計算 され て い る よ うに 思 われ る 」

と い うフ ィ
ー ドバ ッ ク

， す な わ ち
，
AMKOR が 亜 南産業か ら提供 され た製 品原 価 デ ー タに

基づ い て 顧客 と価格交 渉を行 なうと き， 他杜 製品 との 価格差が 大 き く， その 妥 当性 を顧客

に理解 させ る の が難 しい な どの 苦情 が 相次 い で 現 わ れ た． したが っ て ， 最高経営者は 自社

で 算定 され た製品原価に 歪 曲が あるの で は な い か とい う疑 問 を持 ち始 め た ．

　 （3 ）製 品 ミ ッ ク ス や 顧 客 ミ ッ クス の た め に
， 正確 な製 品原 価の 算定 が必 要 に な っ た か

らで ある ．

　亜 南産業の 限 られ た生 産能力で 付加価値が 高い 製 品の 判定の た め に
， さらに同 じ製品で

も顧 客に よ っ て 提示 する 注文量 と価格 が 違 う場 合 ，
よ り有利 な顧 客 ミ ッ ク ス 戦略 の た め に

，

正確 な 製品原価情 報が必要 に な っ た ．

5． ABC シ ス テム 導入 の 準備段階

　前述 の よ うに ，AMKOR で の 5 日間 に わ た る打 ち合わせ を終え帰国 した ABC 企 画 チ
ー

ム は ， 1990 年 10 月に亜南 産 業の 現状 を踏まえて ，AMKOR の 協 力 を得なが ら 6　 （申洪

哲 ・呉承 潤 ・李 周媛 ［6］），
ABC シ ス テ ム の 構築 に 取 りか か っ た ．同チ ー ム が ABC シ ス

テ ム 導入 に 先駆 けて そ の 準備段 階 と して 考 えた の は， （1）ABC に 関す る 自社 の 概念の 確

立 ， （2）ABC 作業準備の た め の シ ス テ ム フ ロ ー
，業務 フ ロ ーの 分析 ， （3）活動分析方法

の 研究 ， （4）既 存 デ
ー

タ ベ ース と ABC シ ス テ ム で 要求 さ れ る 資料 との 連結 関係 に 関す る

分析 の 4段階で あ っ た．

　ABC 企 画チ
ー

ム が 特 に注意 を払 っ た の は ，　 ABC に 関す る 自社の 概念確立 で あ っ た． シ

ス テ ム 構 築の た め に は ，主 要用語 に 関す る定義の み な らず， こ れ ら を亜 南産業 に ど う適用

させ るか の 計画が 明確で な け れ ば な らな か っ た か らで あ る ． さ らに， ABC を適用す る に

は 多様 な情報 が 要求 され る が ， そ の 開発 期間 お よ び費用 を考えれ ば ，既存 の デ ー タ ベ ース

を有効 に利用 す る 方が 効果 的で あ る と い う判断 の もとで
， 既存 の デ

ー
タ ベ ー

ス と ABC に
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必要な資料 との 関係 の 究 明に重点 をお い た ．

　同社の ABC シ ス テ ム を導入 す る 前の 既存 の デ
ー

タ ベ ー
ス は

， 製 品デ
ー

タ ベ ー
ス

， 購 買

資材 管理 シ ス テ ム
，

生 産管理 シ ス テ ム
， 部 門別 原 価 管理 シ ス テ ム ，営業 シ ス テ ム の 五 つ の

シ ス テ ム で あ っ た ． こ の よ うな既存の デ
ー

タ ベ ース か ら ABC シ ス テ ム 構築に 必 要な デ
ー

タ が得 られ る こ とが わ か っ た ABC 企画チ
ー

ム は ， 図 3 の よ うに ，既存デ
ー タ ベ ース シ ス

テ ム を利用 して ABC シ ス テ ム を構築す る に至 っ た．

製品 デ
ー タベ ー ス

購買資材管理

シス テ ム

材
料
標
準

資材価 格

際

価

実

原

工

程
標
準

生 産管理 シ ス テ ム

ABC

製 品別の 標準／実際原価

製 品別の 収益性分析

図 3　既存 シス テ ム とABC の 連結

　 図 3 で の 製 品 デ ー タベ ース とは
，

あ る製 品が どの 工 程 を経 て作 業が行 な われ な けれ ば な

らない か に 関す る 各製品の 工 程 順序，資材 ，条件 な どの 明細が 入力 され て い る デ
ー

タ ベ ー

ス で あ る ．す なわ ち ， すべ て の 製品 は ， 製品 デ
ー

タ ベ
ー

ス で 示 され た工 程順 で 製 造 され ，

製品 デ
ー

タ ベ
ー

ス で 記述 され た原資材 を使用 しなけれ ば な らない ．生 産管理 シ ス テ ム は ，

各製品別 ，
工 程別 の 実 際作業 時間の 集計 シ ス テ ム で

， 各工 程 の 装備 に関 す る デ
ー

タ も入力

され て い る ．一
方 ， 購 買資材管 理 シ ス テ ム は

， 製品デ
ー

タ ベ
ー

ス に記 述 され て い る 原 資材

の 価格お よび使用量が 入力 され て い る シ ス テ ム で
， 標準価 格の み な らず実際価 格 も入力 さ

れ て い る．部 門別原価計算 シ ス テ ム は ，各 コ ス ト ・セ ン タ
ー ご と に使 わ れ て い る費用 を集

計 す る シ ス テ ム で ，下位 の シ ス テ ム と して給 与 シ ス テ ム
， 固定資産管理 シ ス テ ム な どが あ

る． そ して 営業 シ ス テ ム は販売価格 お よ び販 売量 に 関す る シ ス テ ム で あ る ． こ れ らの シ ス

テ ム か ら材料標準 ，
工 程標準 ， 資材価格 ， 実際原価 ， 標準 原価 ， 販売価 格 ， 部 門別 原価 な

どの 情報 を ABC シ ス テ ム に 提供 す る こ と に よ っ て ，全体 シ ス テ ム が統合 運営 される よ う

に な っ た ．
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6． ABC シ ス テ ム の 導入 過程

6．1ABC シス テ ム 構築の 推進方法

　活動分析 に先駆 け て ABC シス テ ム 構築 を円滑 に遂 行す る ため に
，
1990 年 11 月に は課

長 以 上 の 全管理 職 を対 象に ABC シス テ ム につ い て の 説 明会が 開か れ た 。 こ の よ うな ABC

説明会は ， ABC シス テ ム の 構築に あた っ て ， 各部門 の 協力が 得 られ や す い 雰囲気を作 る

の に役 立 っ た とい う．

　 さらに 、 各部門 の 活動分析は 2段階で 行な われ た ． まず各部門か ら肉部門で 行わ れ て い

る す べ て の 活動 とそれ に投入 され て い る 人員 を活動報告書 と して 書い て も ら う． そ して ，

それ に 基 づ い て イ ン ター ビ ュ
ーが 行 な わ れ る ． こ の よ うな イ ン タ ー ビ ュ

ー は一
日に 4 〜 6

部門 で 行な わ れ た ，

6．2　生産 部門の 活動分 析

　 生産部門の 活動 分析 は比較的 に や りや すか っ た と い う．それは既 存の 生産管理 シ ス テ ム

で 定義 され てい る工程 を
一一

つ の 活動 と して 分 類 した か らで あ る． した が っ て
，

こ の よ う な

活動分析 に 基づ き， 生 産部 門で の 間接費に対 して は ， 従来は 労働時間 に よ り配賦 され たが ，

もう
一

つ の 配賦 基準 と して 機械 時間が使 わ れ る よ うに な っ た ．

6 ． 3　生産補 助 ・支援部門お よび 管理 部門 の 活動 分析

　
一

般 に
，
ABC シ ス テ ム で は

，
工 場全 体の 観点か ら

， 製造 間接費が 活動別 に 割 り当て ら

れ
， 活動別 に集計 され た製造 間接費を コ ス ト ・ドラ イバ ー

に よ り製品お よ び顧客に跡付 け

る． しか し，亜 南産業で は，次の 二 つ の 理 由か ら
，

工 場全体 の 製造 間接 費 を まず部門別 に

集計 し ， 各部 門で の 製造 間接 費が ， 活動分 析 に基 づ き，部 門 の 各活動 に割 り当て られ て い

る．

　
一

つ は
， 工 場全体の 観点で の 総勘定元帳か ら活動へ の 集計は

， 分析 しなけれ ば な らない

デ
ー

タ量 が多 く， さ らに既存の デ
ー

タベ
ー

ス シ ス テ ム との 関連付けが容易で は なか っ た か

らで あ る． もう一
つ は

， 縦割の 部 門組織 に 基づ い て 行 なわ ない と
， 部門 間の 責任 所在の 不

明確さお よび部門 と活動の 関係 か ら生 じる混乱が 予想 され た か らで ある ．

　従来 ， 亜南 産業で は
，

こ れ らの 部門 の 費用 を間接費お よ び期 間費用 と して 取 り扱 っ た ．

しか し，活動分析 の 結果 ，
これ ら の 部 門活動 の 相当の 部分 が特定の 製品 に貢献 して い る こ

とが わか っ た． こ れ らの 部門の 活動分析は，前述 の よ うに
， 活動報告書 と イ ン タ ー ビ ュ

ー

に 基づ い て 行 なわ れ た．

　 まず，ABC 企 画 チ ーム は 社内文書 を通 じて 各部 門で 行 な っ て い る 活動 を活 動報告書 に
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列挙する よ うに 依頼 した．要求 した活動報告書 に は
， 各部門 で 行 なわれ て い る活動 と

， そ

れ を遂行 して い る 人員数お よ び各活動の コ ス ト ・ドラ イバ ー を当該様式に記 入 して もらう

もの で あ っ た ． こ の よ うに して
， 各部 門か ら回収 した活動報告書 の 資料 に基 づ き

，
イ ン タ

ー ビ ュ
ー

に 入 っ たが ， イ ン タ
ー ビ ュ

ー
の 対象 は課長 ，部長 ，担 当取締役 で あ っ た ． イ ン タ

ー ビ ュ
ー

で 最初 に 行 なわれ た の は
， 活動 の 人員把握 と費用 分析 で あ っ た が ， こ こ で は 1次

分析で 可 能な限 り詳細に把握する こ と を目標 と した ．イ ン タ
ー ビ ュ

ー
が始 ま っ て か ら生 産

補助 ・支援部門お よび管理部門の 活動分析 を終える まで には 2 〜 3 ヵ 月が かか っ た．

　イ ン ター ビ ュ
ー

の 結果 を整理 した資材部 門の 活動分析 の 例 を取 り上 げる と
， 表2 の とお

りで ある ．

　　　　　　　　　　　 表 2　資材 部の 活動分析の整 理結果

主 要活動 詳細 活動
百分率

（％ ）

人員

（人 ）

コ ス ト・

ドライバ ー

ウェ ハ 取扱

ウ ェ ハ 受取記録作成

ウ ェ ハ 受取／工 程 へ の 投入

ウェ ハ 保管／払 出

17815 6．83

，26

．0

発注回数

LOT 数

LOT 数

材料取扱

材料払 出

熱硬化樹脂の 受取／投 入／保 管

そ の 他の 資材受取／ 投入 ／ 保管

25201510．08

．06

．0

LOT 数

受取 回数

受取 回数

合計 100．040 ．0

　　　出所 ：亜南産業の 内部資料

　表 2 で 見 られ る よ うに
， 資材部 は 40 人で 構成 され て い て ， 彼 らの 主 な活動は ウ ェ ハ 取

扱，材料取扱の 二 つ の 活動 で
，

そ れ ぞ れ の 活動 に 対す る よ り詳細 な活動 は 三 つ で あ る．百

分率は 各活動に対す る投入 され た 努力の 程度で ，時 間で 換 算 して パ ー
セ ン トで 直 した もの

で あ る ． さらに投 入 され た努 力 に よ っ て 40 人 を割 り当て た の が 人 員 で あ る ．

　生産補助 ・支援部門お よび管理 部 門に 対す る 1 次活動分析 の 結果 ， 把握 され た活動は約

250 個で
，

コ ス ト ・ドラ イバ ーは約 70 個で あ っ た．

6．4　部門別 の 活動別 原価集 計

　 イ ン ター ビ ュ
ー

に よ っ て把 握 され た部 門の 各活動 資料 に基づ い て
， 各活動で 消費 され た

費用 を把握す る た め に ， 原 価の 集計が行 な わ れ た．表 3 は上 記 の 資材部 の 活動 別 に 集計 さ

れ た 活動原価
7 ）

で ある ．
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表 3　資材部の 活動別 の 活動原価

ウ ェ ハ 取扱活動 材料取扱活動 合計

金額 コ ス ト・ 金額 コ ス ト・ 金額
％

（＄） ドライバ ー ％ （＄） ドライバ ー ％
（＄）

労務費 56．0141 ，819LOT 数と 23．194546LOT 数 と 35．7236 ，365

減価償却費 0．71 ，749 発注 回数 1．76 ，996 受取 回数 L38 ，745

消耗品費 1．02 ，642
により齊［賦

0．41
，
761

により酉鰍
0．74 ，403

修繕費 02 405 0．1270 0，1 675

電力及び管理費 0．2 393 0．41
，
570 0．3L963

設備維持費 27．669 ，915 68．4279
，
661 52．8349 ，576

その他間接資材費 8．421
，
308 3．514205 5．4353576

その他製造経費 5．914918 2．49 ，945 3．824
，
863

合計 100．0253 ，149 100．0408 ，954 100．0662
，
166

　　　出所 ：亜南 産業の 内部資料

　表 3 の 合計額 662
，
166 ドル は す で に定 ま っ て い る予算額 で ，費 目別金 額 も予算 で決 め ら

れ て い る 金額 で あ る ． さ ら に
， 費 目別 金額 は そ れ ぞ れ の 合理 的な配賦基準 に よ っ て 活動 別

に割 り当て られ て い る が
， 同社 は多 くの 費 目別金額 を

， 活動分析 で 把握 した 人員比 を用 い

て ，活 動別 に割 り当て て い る ． こ の よ うに活動別 に割 り当て られ た 活動原 価 は，表 3 で 見

られ る よ うに
， 特 定の コ ス ト ・ドラ イバ ー よ っ て 各製 品 に跡付 け られ る ．同社 で は予 算額

が 目標 原価 と して 管理 され て い る．

6．5　活 動別 の 部門原価の 集計

　部門別の 活動分析を終えた後は ， さ らに 各部門で 行なわ れ て い る 活動 を工 場 全体の 活動

別 に 分類 ・整理す る こ とに よ っ て
， 重複す る 活動 を把握す る こ とに な っ た， こ れ は 同

一
活

動 を どの 部 門で 行 な わ れ て い る の か を把握 して
， 必 要で な い 重複活動 を除去す る ため で あ

っ た、 こ の 作業 にお い て ABC 企 画 チ ーム が 注 意 を払 っ た の は 各部門活動 の 定義で あ っ た．

もし活動が 重複 して もそ の 定義が 違 うな ら1司 じ活動で あ る とい えない し，定義で 重複 しな

い 限 りそ の 活動 を除去す る こ とが で きな い か らで ある ． ウ ェ ハ 活動 に対 す る各部 門原 価の

集計結果を見る と，表 4 の とお りで ある．

　 ウ ェ ハ 活動 は資 材部 門 と ウ ェ ハ 倉庫 部 門で 行 なわ れ
， そ の 費 目別 構成 も，表 4 の よ うに ，

重 複 して い る こ とが 判 明 され た ．実 際，同社全体 に お い て
， 活動分析 の 結果 ，

一
つ の 活動

に対 して 7 〜 8 部 門が 関 連 して い る こ と もあ っ た。
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表4　 ウ ェ ハ 活動の 部門別原 価

資材部門 ウ エ ハ 倉庫部門 合計

金額 コ ス ト・ 金額 コ ス ト・ 金額
％

（＄） ドライバ
ー ％

（＄〉 ドライバ ー ％
（＄）

労務費 56．0141 ，819LOT 数 と 42．047
，
845LOT 数 と 51．7189 ，664

減価償去陵 0，71 ，749 発注回数 1．01 ，123 発注回数 0，82
，
872

消耗品費 LO2 ，642
により配賦

0．4 435
により配賦

0、83
，077

修繕費 0．2 405 0，1 120 0，1 525

電力及び管理費 0．2 393 0．4 424 0．2 817

設備維持費 27．669 ，915 48．855 ，586 342125
，
501

その他間接資材費 8．421 ，308 6，16 ，908 7．728
，
216

その他製造経費 5914
，918 L3i

，
476 4．516 β94

合計 1（x，．o253 ，149 100．0ll3 ，917 100．0367 ，066

　　　 出所 ：亜 南産 業の 内部 資料

　こ の よ うな分析結 果 に 基 づ い て ，同
一

機能 を
一

つ に ま とめ る組織再調整 を ABC シ ス テ

ム の 導入 と と もに 行 な い
，

こ れに よ り， 決 済の 単純化 の み な らず部門間の コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ

ョ ン に もか な り役立 っ た とい う．

6．6　コ ス ト ・ ドラ イバ ー の 決定

　活動分析 を終 えて 今度 は コ ス ト ・ドラ イバ ー
を決定す る こ とに な っ た．ABC 企 画 チ ー

ム は コ ス ト ・ドラ イバ ー
を 「特定 の 活動 を招 く源泉 で ，原価 を発生 させ る 要因」で ある と

定義 し，次の よ うな基 準に もとつ い て 分析 に取 りか か っ た．

　 （1 ）活動 と コ ス ト ・ドラ イバ ー との 問 には 妥当な相関関係が存在す る の か．

　こ の 問題 に 関 して は 各部門の 管理 者 お よび熟練 τ との イ ン タ
ー ビ ュ

ー
に よ っ て 確認す る

こ とに した 。あ る 活動 に対 して は そ れ を遂行 して い る 従業 員が
一

番良 く知 っ て い る とい う

判断か らで あ る．

　（2 ）既存の デ ー タ ベ ー ス を活用す る こ とが で きる か とい う観点か ら コ ス ト ・ドラ イバ

ー を選定 す る．

　既存の デ ー タ ベ ース か ら コ ス ト ・ドラ イバ ーが 得 られ る な ら，それ が 費用／ 便益の 観点

で 最善で あ るか らで ある ．

　（3 ）既存 の デ
ー

タ ベ ース に資料 がな い と き ， 次善 の コ ス ト ・ドラ イバ ーは何で あ る か ．

　既 存の デ
ー タ ベ ース か ら コ ス ト ・ドラ イバ ーが 得 られ なか っ た と きは

， 次善の コ ス ト ・

ドラ イバ ー を既存の デ ー タ ベ
ー

ス か ら得る よ うに した ．
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　 こ の よ うな三 つ の 基準 に よ り分析 した結果，前述 の よ うに ， 1次活動分析 の 結果 で把握

され た約 250 個 の 活動 と約 70 個の コ ス ト ・ドラ イバ
ー一

は 整理 統 合 され ， 最終 的に は 43個

の 活動 と 12個の コ ス ト ・ドラ イバ ー
に まとめ られ た 8ト

．た と えば
， 前述 の ウ ェ ハ 取扱活動

で の ウ ェ ハ 受取記 録作成は
， 発注回数が コ ス ト ・ドラ イバ ー と して 望 ま しい が ， 整理統合

の 過 程 で
，
LOT 数 を コ ス ト ・ドラ イバ ー と して 使 っ て も大 差 は な い とい う理 由か ら

，

LOT 数 を コ ス ト ・ドラ イバ ー と して 使 うこ と に した．

　
一

方，他 の 部 門の コ ス ト ・ドラ イバ ー
の 例 を上 げ る と，生 産管理 部 門の 主 な 活動 は ス ケ

ジ ュ
ール 管理 で ， 同

一
製 品 群 ご とにそ の 活動が定 ま っ て い る． した が っ て ，

こ れ らの 活動

に よ り発 生す る原価 は製品原価 に 直接賦課す る こ と に改め た ． さら に
， 休 日明 けの 段取 り

費用 は
， 特定の 製品を生 産す る ため の 活動で な く， さ らに コ ス ト ・ドラ イバ ー

を導 き出す

の も困難で あるの で
，

工 場 レ ベ ル の 設備維持活動 と看做 し ， 従来の 直接作業時 間か ら別途

の 配賦基準 を適用す る こ と に した．

　一
方 ，活動分析 の 結 果 を原 価管理 目 的 に 使 うた め に ， 80 ／ 20 分 析 を行 な っ た 。 80 ／

20 分析 とは ， 全体の 活動 の うちに ， 約 20％ の 活動が全 体原 価 の 約 80％ を発生 させ る とい

う経験 ル ー
ル で あ る ．同社 の 分析結 果 に よ る と

， 把 握 され た活動 原価 の うち
， 約 80％ の

原価が全 体活動 の 26．53％ の 活動 （全 体活動数 43 個 の うち
，
13 個に 該当）に よ っ て 発生

して い る ． した が っ て
， 上位 26．53％ の 活動 （13個 の 活動 ） を集 中管理す る こ とに よ っ て

全 体 原価 の 約 80％ が 管理 で きる こ と に な り， コ ス ト ・ドラ イバ ー
分析 も，経 済性 の 観 点

か ら ， 上 位 13 個 の 活動 を中心 に 行 な うよ うに な っ た ．

6．7　活動分析 とコ ス ト ・ ドライバ ー の 決定後の 過程

　ABC 企 画 チ
ー

ム が 活動 分析 と コ ス ト ・ドラ イバ ー
を分析 して い る 問 ， 電算 チ

ー
ム は

，

1990 年 10 月か ら，ABC シ ス テ ム の 電 算化作業 を始 め た． さら に ABC 企画チ ー
ム は

， 今

まで の
一

連の 過程 を検討 す る た め に，同年 12 月に 当時主 力 製 品で あ っ た PLCC （Plastic

Leadless　Chip　Carrier）をパ イ ロ ッ ト ・パ ッ ケ ー ジと して選定 し ， 標準作業時間に対す

る再検討 を行な っ た ． そ して 活動 と コ ス ト ・ドラ イ バ ーの 関係 を検証 す る た め に
，

1991

年 2 月に は ロ ッ ト追跡／ プ ロ セ ス 観察 （Lot　Tracking　／　Process　Observations）を行な っ

た． こ れ は ウ ェ ハ が金 浦 （KIMPO ）国際空 港に 到 着 して か ら完 成品 と して 組み 立て ら れ
，

再 び金浦国際空港で 積 み 込 まれ る まで の 実際の 活動 を観察 し
， 修正 する た め の もの で あ っ

た．

　 こ の よ うな過程 を経て ， 1991年 5 月に は
， ABC シス テ ム の 導入 を決定 して か ら 8 ヵ 月

ぶ りに電 算 プロ グラ ム が 完成 され
，

試 験 稼働 に入 っ た ． さ ら に
， 同年 6 月 に は ABC に よ
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る PI．CC 製品の 原価計算が 行 な われ
，
1992 年か らは全製品 に 対 して ABC が適用 され る よ

うに な っ た ．

7． ABC 導入 に よ る効 果

7．1　製品原価の 歪曲の是正

　亜南 産業が ABC を導入 した の は ，前述 の よ うな AMKOR か らの 苦情 もあ っ て
，

正 しい

製 品原価 計算の ため で あ っ た．同社が ，1992年上半期の デ ー タに基づ い て
，
ABC を適用

して 算出 した 製品原 価 は
， 表 5 の よ うに

， 既存の 原価計算方法 に よる結果 とか な りの 差 異

を表わ して い る ．

表5　ABC と既存原価計算方法による製品原価歪曲の程度

製 品原価差異 の 範囲 製品の 数 比率

（％） （個 ） （％ 〉

60〜80 78 2．31
40〜60 226 6．69
20〜40 338 10，01
0〜20 946 28．01
一20〜0 742 21．97

一40〜− 20 574 17．Ol
一60〜− 40 155 4．59
一80〜− 60 149 4．41
一80以 下 169 5．00

合計 3
，
377 100．00

出所 ：亜 南 産業 の 内部資料

　表 5 で 見 られ る よ うに
，
ABC と既存の 原価計 算方 法 に よ る 製 品原価 の 差異 を見 る と

，

全体製 品の 約 50％ の 製品が ± 20％ 以内の 差異 を表わ して い る． しか し，残 り50％ の 製 品

が ， 原価計 算方法 を変 える こ とに よ っ て
，

± 20％ 以上 の 原価 歪 曲を示 して い る．

　 こ の よ うな差異は 間接費 の 配賦基準 の 変更 に 起 因 して い る が
， 原価歪 曲の 要 因は主 に 製

品 の 多様性 ， 複雑性 に あ る ．す なわ ち ， 特別 な部品 を必 要 とす る製品 ， LOT サ イ ズが 小

さい 製品 ， 少量 生 産製品の 場 合 に は
， 既存 の 原価計算 シ ス テ ム で は 原価 が過小計 上され て

い る．反 面 ，大量 生 産製 品 の 場合 に は，原 価 が 過 大計上 され る結果 に な っ て い る ． こ の よ

うな要 因 に よ り，
ABC を適用 す る こ と に よ っ て

， 既存 の 原価 計算 シ ス テ ム で は原 価が 過

大計上 され て い る 製品が 全体 の 約 47％ の 1
，
588 個 で

， 原価 が 過小計 上 され て い る 製品が全

体の 約 53％ の 1
，
789 個 と集計 され た。
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7．2　製品 ミッ ク ス お よび顧 客 ミッ ク ス の 意思決定 へ の 影響

　同社が ABC を導 入 した こ と に よ っ て 生 じた顧客の 収益性 の 変化 を見 る と
， 表 6 の とお

りで あ る ．表 6 は ， LC − 068 と い う製品 に 対 して
，
　 ABC 導 入前後 の 顧客 の 収益性の 変化

を示 した もの で あ る．

表6　ABC 導 入前後 での 顧 客の 収益性 の 変化

上 位順位顧客 下位 順位顧 客

既存原価計算 ABC 既存原価計 算 ABC

順 会社名 収益率 順 会社 名 収益率 川頁 会社 名 収益率 順 会社 名 収益率

位 （％ ） 位 （％ ） 位 （％ 〉 位 （％ ）

1MTP 65．561ODMI66 ．011ESSEY4571EME 一90．47

2ODMI65 ．422 齟 47．162TICE 10．702TCN 一 L44

3YRS 48．373YRS 47，1  3 麗 14．473TICE 4．94

4 齟 47，754TONG41 ．414HISA ｝4，524ESSEY5 ．66

5P へNA46 ．255PANA40 ．915SAGU15525 盟 6．89

6TONG46 ，256MTP40 ．026PIPS 16．U6NUSAlL20

7ASTIN40 ．187PRES39 ．757OSI 16，187CLOG1383

8DAW 39．548CORK36 ．488TEI ．A16908SAGU13 ．97

9PRES38 ．649ROTH34 ．699WETC17 ，259TERA1626

10CORK38 ．1810GEVE34 ．3310GRATE17 ．9210OSI 17．75

出所 　亜 南 産 業 の 内部資料

　表 6 で 見 られ る よ うに ，従来 の 原価計算 シ ス テ ム で 1 位 の 収益性 を見せ た MTP 社 91 は ，

ABC を適用 した結果 ， そ の 収益性 が 約 25％ 下 が り，
6 位 に な っ た ．　

一
方 ， 下 位j11頁位顧客

を見 る と
， 既存 の 原価計 算 で は す べ て の 企 業 に お い て プ ラ ス の 収 益性 を 見せ て い た が ，

ABC を適用 した 結果 に よ る と， マ イナ ス の 収益性 を見せ て い る 企業 も2 社が 現わ れ た ．

特 に ，EME 社は ，従来の 原価計算 に よ る と
， 下 位順位 の 10 位以 内 に は 入 っ て い なか っ た

が ，ABC を適用 した結果 ，

一
・90．479。 とい う収益性 を見せ て い る ．

7．3　製 品価 格設 定へ の 影響

　ABC に よ り算定 され た製 品原価 に も とつ い て ， 同社 は顧 客 との 製品価格交渉で ，次の

よ うに価格戦略 を変 えた （中洪 哲 ［5］の 第 5章 を参照 ， 類似例 は古 川武男 ・ジ ョ ン イネ

ス ・フ ォ
ー

ク ナ ー
ミ ッ チ ェ ル ［8］の 第 10 章 を参照）．

　 （1）LOT サ イ ズが 小 さい 顧 客 に は LOT チ ャ
ー

ジ を負担 させ た．
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　ABC を通 じて 段 取 りに 必 要な費用 分 析が 可 能 に な っ たの で ，　 LOT サ イズ が 基 準値 で あ

る 500 個 を下 回る と きには
，
ABC シ ス テ ム か らの 情報 に基づ い て LOT チ ャ

ー ジを負担 さ

せ
，
LOT サ イズ に よ り発 生 す る間接 費 を補 うこ とに した ．

　（2）特 別な原材料 お よ び部品を必要 とす る製品 に対 して は，価格を上 向 きに調 整 した ．

　同社が 定め て い る 原材料お よ び一
般的 に使用 し て い る 標準原材料 を使用 しない 特別 な原

材料 を 要請 して い る顧 客 に 対 して は
，
ABC 分析 に よ っ て 把握 され た追 加費用 （標準外 原

材料お よ び部品の 使用に よ る 追加負担分 ）を価格に 反映 した ．

　（3）信頼度検査 を要求す る製品 に対 して 価 格調整 を行な っ た．

　従 来 は信頼 度検査 に よ る検査 費用 は 間接 費 と して す べ て の 製品 に 配賦 したが ，ABC シ

ス テム の 導 人後 は
， 信頼度検査 を要求す る 製 品の み に検査費用 を負担 させ る こ とに した．

7．4　その他の ABC 導入 に よ る効 果

　 同社は
，
ABC 導入 に よ り， 次の よ うな効果 を上げる こ とが で きた ．

　 （1） 同社 は
， 活動分析 を遂行す る 過程で

， 各部 門の 活動 を比較的 に 止確 に把 握す る こ と

が で き た． い い か え る と，活動 分析 に よ りどの 部門で どの 活動が 行 なわ れ
， その 結果， あ

る特定 の 活動 が どの 部門 で 遂行 され て い るか を正確 に把握 で きた の み な らず ， どの 活動 が

重複 され て い る か を も把握す る こ とがで きた．実 際 ， 同社 は
， あ る 活動が 7 〜 8 部門 で 行

なわ れ て い る こ と を分か り，重複する業務の 特性 に よ っ て 組織を統合 した り再 調整す る こ

とが で きた ．

　 （2） ABC を導 入 して か ら最 高経営層 の 各種会議 で の コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン が 円滑 に 行 な

うこ とが で きた ．従来 は原 価 自体 の 止 確性 に 関す る 論議 が 多 か っ た が ，ABC 導 入 に よ っ

て 算定 され た原価 を基礎 に ス ム ーズ に 会議 を進め る こ とが で きた ，

　 （3）間接的な 効果で は ある が
， 価格交渉 に 臨む外国の 購買者は

，
亜南 産業が ABC を導

入 して 製 品原価 を算 定 して い る こ と を分か っ て
， 賛 辞 を惜 し まなか っ た と い う． 同社 は

ABC が 企 業 の イ メ ージ を向上 させ た の み な らず ，製 品の 信 頼度 に も影響 を与 え て い る と

見てい る ．

8． む すび

　亜 南産業の ABC は
，

正確 な製品原価計算に そ の 導入 目的をお い て い る が ，
　 ABM と して

の 効果 も付 随的 に 現 わ れ て い る ． 同社 の ABC は
， 従 来 の 部 門別原価 集計 シ ス テ ム を利 用

して ，部門 別 に 活動分析 を行 な い ，部 門別の 目標原価 と して の 予算額 を部 門の 活動 別 に割

り当て る部 門別 活動基準原価 計算を行 な っ て い る と こ ろ に特徴が ある ． こ の よ うな ア プ ロ
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一 チ は ， 当社 の 部 門 組織 で 予 想 され る抵 抗 を回 避 す る と と もに シ ス テ ム 分 析 に か か る費

用／便益 の 考慮か ら生 まれ た もの で あ り， 部門効 率の 向上 の 直接的 な効果 を期待 し， さ ら

に 従来の デ
ー

タ ベ ー
ス か らの 資料 をで きる 限 り有効 に使 い た い と い う考 え方 に も とつ い て

い た ．

　 こ の よ うな部門別活動基準原価計算 には 経営資源の 消費に お ける 平均的な負荷量 に よ る

任意 配賦 の 問題が ある と批判 され て い る （Cokins，
　C．　Stratton

，
　A 　and 　J．　Helbling［4］

の Section2を参照 ）． しか し， こ の よ うな批 判 に対 して ，亜南 産業 の よ うなア プ ロ ーチが ，

組織 で の 抵抗が 少 な く， 部 門 の ABC に 関 す る 情報 を提供す る こ とが で き， さ らに 部 門別

費用の 集計が容易で ，フ レ キ シ ブル で ある な どの 支持 （Keys ，
　D ．　E ．　and 　R ．　J．　Lefevre ［2］〉

もある こ とは注 目に 値す る ．

　
．一一

方 ， 同社 は原 価管理 目的 に 活動 分析 の 結果 を利 用す る 80 ／ 20 分析 を行 な っ て い る ．

同社の 分 析結果 に よ る と，把握 され た 活動原 価 の うち ，約 80 ％ の 原 価が 全 体活動 の

26．53％ に相当す る 13 個 の 活動 に よ っ て 発生 して い る ， こ れ は
， 同社 の 全 体活動 43 個の

うち ，
13 個 の 活動 に 対 す る コ ス ト ・ドラ イバ ー

に よ っ て 製品原価の 約 80％ の 跡づ けが 可

能で ある こ とを意味する．す な わ ち，主 な活動の コ ス ト ・ドラ イバ ーの 分析に よ っ て 製 品

原 価 の か な りの 部分 の 跡づ けが 可能 で あ る こ と に なる ． したが っ て
， 企業 は

，
ABC 導入

の 目的 に 合 わせ て ，費用／効果 な どの 観点 か ら活動 分析 の 精度 を決 め る必要が ある と思 わ

れ る．

　 亜 南産業の ABC シ ス テ ム は，現在の と こ ろ ，そ の 主 な 目的 を正 確 な製品原価計 算 に お

い て い る が ， 同 社で は 毎年 1 回の ABC シ ス テ ム に 関す る 教育 を行 な い な が ら
， 同社 の

「
ABC シ ス テ ム の 改 善 を図 っ て い る． 1993 年 と 1994 年に は 部門予算の 活動へ の 割 り当て

をで きる 限 りダ イレ ク ト ・チ ャ
ージ させ る よ うに し， さらに 1995 年か らは 部門 を責任セ

ン ター とす る活動 基準予算 を編成 して 使用 して い る こ とを付言 して お きた い ．

注
1） 40 ％ と は ，ウ ェ ハ 製造 業者 が ，半導体組立 工 程 を 持 ち な が ら ，特定 の 製 品 に お い て そ の 収 益 性 な ど に

　 よ り外注す る場合 を含 ん だ半導体組立 市場 で の 市場 占有率を表す．亜 南産業 と取引 し て い る 半導体組 立

　工 程 をもつ ウ ェ
ハ 製造業者 は，平均 的 に 自社 の 組立製 品 の 約 15 ％ を外注 して い る．

2） 1973 年 ア メ リ カ の フ ィ ラ デ ル フ ィ ア に 設 立 さ れ た 半 導 体 マ ーケ テ で ン グ 専 門 会 社 で ，AMKOR は
，

曲

　南 産業 が 提供 す る 製 品別製造 原価 に 基 づ い て 顧客 と 交渉 し条件 が 合 う場 合，亜 南産業 に 生 産 を依 頼 す る

　半 導体組立顧客 の 紹 介を専 門 と す る 会社 で あ る．

3 ＞ こ の ビ デ オ は ABC 　 Technologies 　 lnc ．が 制 作 し た 「ABC 　 Learning 　 Series 」 で
， 第

一．一
章 は Robin

　Cooper の
“Getting 　Started 　 with 　Activity −Based 　 Costing ，Parti ： Planning 　 and 　Organizing，

”
第 2

　章は Peter　B．B ．Turney の
“Introduction　to　Activity−Based 　Costing”で あ っ た．

4） Intel社 ，　 Motorola 杜 な ど の 欧 米 企 業 か ら の 注 文 が ，同 社 の 全 体半導体 生 産 量 の 90 ％ 以 一L を 占 め て い

　 る ，［韓 国経 済新 聞，1994 年 正2 月 15 日］
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5）亜 南 産業 の 半導体売上 に は ，前 述 の 組 立 依頼 に よ る 生 産 と LIC （Letter 　 of 　Credit ： 顧 客 と の 直 取 引）

　生 産があ る ．L〆C 生産 と は ，顧客 の 注文 に 基 づ い て 亜南 産業が ウ ェ ハ を購 入 し組 立 て た後，完 成品 を顧

　客に 渡す販売形 態 で あ る ．しか し，同 社 は ，管理 会計の 目 的 で ，L／C の 製造 原 価か ら ウ ェ ハ の 購 入 価格

　 を 差 し 引 い た 加 工 費 の み を 原 価 管 理 の 対象 と し て い る．

6） 1990 年 10 月 に ロ バ ー
ト

・
ブ イ リプス キ （AMKOR の 会計部 長）が亜 南産業 を訪閤 し，1週 間 に わ た っ

　て ，亜 南産業 の ABC 企 画 チ
ー

ム と共 同 で ，活動分 析 の た め の 基 本様 式の デ ザ イ ン と ABC シ ス テ ム ーフ

　 ァ イ ル の デ ザ イ ン を行 な っ た ．

7）金額 の 具体 的な数字 は ，外部公表 の た め に ，加 工 され て い るが ，そ の 比 率は原資料の 比率 と
一

致す る ．

8） コ ス ト ・ドラ イ バ ー
の 詳 細 は

， 筆者 ら の 本 を 参照 さ れ た い ．

9）会社 名 は 仮 名 で あ る，
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The  Departmental  Activity-Based Costing

         System  of  a  Korean  Company:
                                '

   The  Case  of  Anam  Industrial Co., Ltd.

Soonkee Kim", Gunyung  Leet, and  Talkon Kimt

                             Abstract

  Anam  Industrial Co., Ltd., a  world  leader in packaging and  testing  semiconduc-

tor products, adopted  Activity-Based Costing(ABC)  in 1992. This was  the  culmina-

tion of  nearly  two  years of  experimentatipn,  ABC  was  recommended  initially by

AmKor  Electronics, Inc., a  subsidiary  ofAriam  in the  U.SA

Semiconductor products assemblers  have their uniqueness  in that manufacturing

overhead  costs  consume  a  significantly  higher percentage  among  total manufactur-

ing costs.  Therefore the rnanufacturing  overhead  allocation  procedure  can  greatly
inffuence the determination of  the production eost  of  an  individual product. In this

regard,  Anam  has decided to adopt  ABC  to obtain  mere  accurate  production cost

information, which  is essential  to succesSfuIIy  negotiate  with  the  customers  the

price of  the particular product.

  This company  implements  the  departmental  activity-based  costing

system(ABCS),  which  is a  simplified  version  of  ABCS.  Under  this  systern,  the

entire  budgeted amount  of  a  particular department is first allocated  to the related

activities  of  that department. Then  the allocated  activities  cost  in turn  is assigned
to related  products  based on  the cost  driver.

  This simplified  cost  assignment  procedure  was  critieized  in some  previous stud-

ies in that it resulted  in some  arbitrarineSs  in the allocation  process. However  at

the same  time, their effectiveness  was  highly evaluated  in some  other  studies.

Through  the use  of  ABCS,  Anam  corrected  the distorted product  cost  information

which  had  obtained  from the existing  costing  system.  The  more  accurate  cost  infor-

mation  obtained  from  ABCS  was  effectively  used  by  Anam  in price negotiations

with  its customers.  Also ABCS  made  it easier  to figure out  how  cost  would  vary

with  changes  in the product  design, Additionally, its departmental  ABCS  turned

out  tD be very  effective  in restructuring  Anam's  organization,  mitigating  the conse-

quent  organizational  resistance,

                                 Key  Words

    Case Study, Semiconductor  Industry, Distortion of  Product  Cost, Departmental

    Activity-Based Costing, Activities Reports,  Product  Pricing  based  on  ABC,

    Restructuring of  Organization
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